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第１章 本調査の目的と構成 

第１節 本調査の背景・目的 

旧過疎法（過疎地域自立促進特別措置法）が令和３年３月末で期限切れを迎えることに伴い制定

された「過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法」（以下「過疎法」という。）が令和３年

４月に施行された。各過疎関係市町村において、過疎法に基づいて地域の持続的発展に向けた過疎

対策の取組が進められているところである。 

本調査では、過疎地域等自立活性化推進交付金事業（※）の活用事例や過疎地域における集落活

動への参加促進の取組等の分析を行うこと等により、効果的な過疎対策を検討するために活用しよ

うとするものである。  

（※）令和３年度より、「過疎地域持続的発展支援交付金」という名称に変更している。 

 

第２節 本調査の構成 

 本調査は、以下に示す項目から構成される。 

 

◆本調査の構成 

第１章 本調査の目的と構成 

第１節 本調査の背景・目的 

第２節 本調査の構成 

 

第２章 過疎地域等自立活性化推進交付金の活用事例集の作成 

第１節 評価検証様式の作成、送付・回収 

第２節 活用事例集の作成 

 

第３章 集落活動への参加促進に関する事例集の作成 

第１節 対象団体の選出 

第２節 アンケート・ヒアリングの実施 

第３節 事例集の作成 
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第２章 過疎地域等自立活性化推進交付金の活用事例集の作成 

第１節 評価検証様式の作成、送付・回収 

 平成 29 年度から令和元年度に実施した、以下に掲げる事業（※）について、事業実施団体ごとに

設定された地域課題や事業ごとの目標の達成度や効果等を整理・分析することで事業の検証を行い、

そのうち特徴的な事例について、事業推進上の課題・工夫等を収集・分析し、活用事例としてとり

まとめを行った。 

※対象とする事業（平成 29年度から令和元年度予算により措置された事業、１つの団体が同一年度

に複数の事業を実施している場合等があるため、団体数と事業数は必ずしも一致しない） 

事業分類 調査対象（団体・事業数） 

（１）過疎地域等集落ネットワーク圏形成支援事業

（以下、「集落 NW圏形成支援事業」） 

平成 29年度：28団体・29事業 

平成 30年度：16団体・18事業 

令和元年度：27団体・28事業 

（２）過疎地域等自立活性化推進事業（以下、「自立

活性化推進事業」）のうち、人材育成事業及び

ICT等技術を活用した事業 

平成 29年度：５団体・５事業 

平成 30年度：７団体・７事業 

令和元年度：５団体・５事業 

（３）過疎地域集落再編整備事業（以下、「集落再編

整備事業」） 

平成 29年度：９団体・９事業 

平成 30年度：７団体・７事業 

令和元年度：６団体・６事業 

（４）過疎地域遊休施設再整備事業（以下、「遊休施

設再整備事業」） 

平成 29年度：２団体・２事業 

平成 30年度：３団体・３事業 

令和元年度：２団体・２事業 

 

（１）評価検証様式の作成 

 上記に掲げた事業について、目標の達成度や効果等を整理・分析するための項目を設定した評

価検証様式（シート）を作成した。 

◆評価項目 

大項目 小項目 項目を設定した考え方、ねらい 

「地域課

題」解決

に向けた

取組 

事業実施当初に設定した

地域課題 
・事業実施年度の活動内容だけではなく、その後取組

の様子を把握するために設定 
地域課題解決に向けて、交

付金事業実施年度を含む

３か年で取り組んだこと 

交付金実施事業を契機に

派生した「地域課題」の解

決に資する取組の有無 

・想定していなかった、「地域課題」の解決に資する取

組が派生している事例は優良と考えられることから

実績等を把握するために設定 

取組実施

までの過

程・苦労

した点 

取組実施までの過程（特に

気をつけて取り組んだこ

と、苦労したこと） 

・活動の内容だけではなく、活動開始前も含めた初期

の様子（プロセス、動機等）を把握するために設定 

事業実施

体制 

実施当初及び現在（令和４

年２月時点）の事業実施体

制 

・地域内外（地域住民、地縁団体、NPO 法人、各種業

界団体・組合、中間支援組織等）の主体をどれだけ

巻き込めているかを把握、多様な主体への広がりが
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大項目 小項目 項目を設定した考え方、ねらい 

体制が変化した理由やき

っかけ（実施体制が変化し

た場合） 

見られる事例は事例集掲載候補とする。 

外部人材

等の活用 

活用の有無 

・事業の効果を高めることに資する、支援のあり方、

留意点等を把握するために設定 

活用状況＜人材支援策、時

期、事業において果たした

役割＞（活用した場合） 

事業主体 

法人格の有無と種類 ・法人格の有無、取得が取組実施までの過程（ネック

となった、課題解決の糸口になった等）においてど

のような影響を与えたかを把握。 

法人格の取得時期（法人格

を有している場合） 

交付金実

施事業の

継続状況 

交付金実施事業の現在（令

和４年 2月時点）の状況 ・事業が拡大、継続しており、交付金以外の自主財

源割合が高いケースでは、取組の継続性、持続性

が高く優良と考えられるため把握。 
直近の会計年度における

経営状態（事業を拡大、継

続している場合） 

理由（事業休止あるいは事

業主体が解散した場合） 

・事業目的を達成、あるいは事業スキームの変更等、

「積極的」な理由によって事業を取りやめた場合

があるか把握するために設定。 

目標の達

成状況・

交付金事

業の効果 

実施当初に設定した目標、

目標の達成状況 

・当初設定した目標が達成されている事例は優良と考

えられることから実績等を把握するために設定 

主な要因（目標が達成でき

ていなかった場合） 

・外的要因（社会経済情勢の急変等）、内的要因（事業

実施体制や主体固有の要因等）に分けて評価するた

めに設定 

副次的にもたらされた（実

施当初に想定していなか

った）効果 

・想定していなかった効果、成果があがっている（前

提として当初設定した目標が達成されている）事例

は優良と考えられることから実績等を把握するため

に設定 

交付金事

業に係る

問い合わ

せ状況 

問い合わせ、視察等の打診

の有無 
・地域内外からの問い合わせが多い事例ほど、波及効

果が高い（優良と考えられる）ことから、実績等を

把握するために設定 
対応件数（打診ありの場

合） 

参考 
公表情報、HP等の URLの提

供依頼 

・優良事例集作成にあたっての周辺情報等の収集を目

的として把握するために設定 

 

 なお、上記の評価項目は、事業により目的・性質が異なることから、事業分類ごとに把握する

べき項目を以下のように抽出している。 

◆評価項目と事業分類の対応関係 

評価項目 事業分類（２頁参照） 

大項目 小項目 （１） （２） （３） （４） 

「地域課題」解決

に向けた取組 

事業実施当初に設定した地域課題 ○ ○ ○ ○ 

地域課題解決に向けて、交付金事業実

施年度を含む３か年で取り組んだこと 
○ ○ ○ ○ 

交付金実施事業を契機に派生した「地

域課題」の解決に資する取組の有無 
○ ○ ○ ○ 

取組実施までの 取組実施までの過程（特に気をつけて ○ ― ― ― 
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評価項目 事業分類（２頁参照） 

大項目 小項目 （１） （２） （３） （４） 

過程・苦労した点 取り組んだこと、苦労したこと） 

事業実施体制 

実施当初及び現在（令和４年２月時点）

の事業実施体制 
○ ○ ― ― 

体制が変化した理由やきっかけ（実施

体制が変化した場合） 
○ ○ ― ― 

外部人材等の活

用 

活用の有無 ○ ○ ― ― 

活用状況＜人材支援策、時期、事業にお

いて果たした役割＞（活用した場合） 
○ ○ ― ― 

事業主体 

法人格の有無と種類 ○ ― ― ― 

法人格の取得時期（法人格を有してい

る場合） 
○ ― ― ― 

交付金実施事業

の継続状況 

交付金実施事業の現在（令和４年 2 月

時点）の状況 
○ ○ ― ― 

直近の会計年度における経営状態（事

業を拡大、継続している場合） 
○ ― ― ― 

理由（事業休止あるいは事業主体が解

散した場合） 
○ ○ ― ― 

目標の達成状況・

交付金事業の効

果 

実施当初に設定した目標、目標の達成

状況 
○ ○ ○ ○ 

主な要因（目標が達成できていなかっ

た場合） 
○ ○ ○ ○ 

副次的にもたらされた（実施当初に想

定していなかった）効果 
○ ○ ○ ○ 

交付金事業に係

る問い合わせ状

況 

問い合わせ、視察等の打診の有無 ○ ○ ○ ○ 

対応件数（打診ありの場合） ○ ○ ○ ○ 

参考 公表情報、HP 等の URLの提供依頼 ○ ○ ○ ○ 

 

（２）送付・回収 

 （１）で作成した評価検証様式について、第１節冒頭で整理した調査対象（事業ベース）に対し

て電子メールにて送付した。 

１）送付・回収状況 

実施主体 総務省自治行政局過疎対策室 

調査対象 
平成 29年度から令和元年度予算により措置された事業（分類（１）

～（４））を実施した 96団体・121事業 

回答数 90団体（93.8％）・115事業（95.0％） 

 

２）回答の傾向（事業をベースに集計） 

 評価項目のうち、一元的に集計可能な項目についての傾向は次頁以降のとおりである。 
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①外部人材等の活用状況（単一回答） 

・外部人材等を活用した事業は、33 事業（37.5％）であった。 

・活用した外部人材等の内訳は、「地域おこし協力隊（30.3％）」「集落支援員（9.1％）」の順

であった。なお、「その他」については事業に係る専門家（学識経験者、コンサルタント等）

を挙げる回答が多かった。 

  

 

 

 

 

 

②活用した外部人材等（単一回答、①で「活用した」と回答した事業＜n=33＞） 

 

 

＜その他＞ 

主な回答 

コンサル（直売所開業に向けた事業計画等の作成） 

防災勉強会、宮川の歴史勉強会 

大学教授 

ファシリテーション専門家の招聘 

地域づくり応援隊制度（独自事業） 

大学研究者及び地域づくり実践者。カメラマン、食品コーディネーター、アートディレク

ター等 

地域防災アドバイザー 

経済産業省 ミラサポ専門家派遣事業 

地域力創造アドバイザー 

市内在住アーティスト 

 

  

回答数 割合
活用した 33 37.5%
活用していない 55 62.5%
無回答 0 0.0%
合計 88

37.5%

62.5%

0.0%

活用した 活用していない 無回答

回答数 割合
地域おこし協力隊 10 30.3%
地域情報化アドバイザー 0 0.0%
地域活性化起業人 2 6.1%
集落支援員 3 9.1%
その他 17 51.5%
無回答 1 3.0%
合計 33

30.3%

6.1%

9.1%

51.5%

3.0%

地域おこし協力隊 地域情報化アドバイザー
地域活性化起業人 集落支援員
その他 無回答
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③事業主体（単一回答） 

・事業主体が調査時点で「法人格を有している」事業は、22 事業（25.0％）であった。 

・法人格の内訳は、「NPO 法人（36.4％）」「株式会社（27.3％）」「一般社団法人（18.2％）」の

順であった。 

  

 

 

④取得した法人格（単一回答、③で「法人格を有している」と回答した事業＜n=22＞） 

 

 

⑤交付金実施事業の継続状況について（単一回答） 

・交付金実施事業の継続状況について、「交付金終了時と同じ事業を、事業規模を縮小して

継続（30.7％）」「交付金終了時と同じ事業を同規模で継続（29.5％）」「交付金終了時と異

なる事業も加え、事業規模を拡大して活動（21.6％）」の順であった。 

 

 

 

 

  

回答数 割合
法人格を有している 22 25.0%
法人格を有していない 49 55.7%
無回答 2 2.3%
合計 73

回答数 割合
認可地縁団体 2 9.1%
一般社団法人 4 18.2%
NPO法人 8 36.4%
認定NPO法人 0 0.0%
株式会社 6 27.3%
合同会社 0 0.0%
その他 0 0.0%
無回答 2 9.1%
合計 22

9.1%

18.2%

36.4%

27.3%

9.1%

認可地縁団体 一般社団法人 NPO法人 認定NPO法人
株式会社 合同会社 その他 無回答

21.6%

29.5%

30.7%

6.8%

5.7%

4.5%

2.3%

0.0%

交付金終了時と異なる事業も加え、事業規模を拡大して活動

交付金終了時と同じ事業を同規模で継続

交付金終了時と同じ事業を、事業規模を縮小して継続

交付金終了時と異なる事業を実施・継続

事業休止中（中止を含む）

事業主体が解散した

その他

無回答

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%回答数 割合
交付金終了時と異なる事
業も加え、事業規模を拡
大して活動

19 21.6%

交付金終了時と同じ事業
を同規模で継続

26 29.5%

交付金終了時と同じ事業
を、事業規模を縮小して
継続

27 30.7%

交付金終了時と異なる事
業を実施・継続

6 6.8%

事業休止中（中止を含
む）

5 5.7%

事業主体が解散した 4 4.5%
その他 2 2.3%
無回答 0 0.0%
回答対象 88

25.0%

55.7%

2.3%

法人格を有している 法人格を有していない 無回答
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⑥理由(複数回答、⑤で「事業休止中(中止を含む)」「事業主体が解散した」と回答した事業

＜n=９＞） 

・「代表者や担当者の異動・退職等により継続が困難となったため」「実施当初に掲げた目

的・目標を達成したため」がそれぞれ 44.4％と最も多い。 

 

 

 

 

 

⑦交付金事業に係る問い合わせ状況について（単一回答） 

・交付金事業に係る問い合わせ、視察等の対応をしたことがある事業は、38事業

（32.8％）であった。 

 

 

 

 

 

 

  

11.1%

11.1%

44.4%

0.0%

11.1%

44.4%

11.1%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

想定していた成果が得られなかったため

実施するための資金が確保できなかったため

代表者や担当者の異動・退職等により継続が困難となったため

構成員の賛同や協力が得られず、継続が困難となったため

事業の対象者（利用者）が減少したため

実施当初に掲げた目的・目標を達成したため

その他

無回答

回答数 割合
想定していた成果が得ら
れなかったため

1 11.1%

実施するための資金が確
保できなかったため

1 11.1%

代表者や担当者の異動・
退職等により継続が困難
となったため

4 44.4%

構成員の賛同や協力が得
られず、継続が困難と
なったため

0 0.0%

事業の対象者（利用者）
が減少したため

1 11.1%

実施当初に掲げた目的・
目標を達成したため

4 44.4%

その他 1 11.1%
無回答 0 0.0%
回答対象 9

32.8%

64.7%

2.6%

問い合わせ、視察等の対応をしたことがある
問い合わせ、視察等の対応をしたことはない
無回答

回答数 割合
問い合わせ、視察等の対
応をしたことがある

38 32.8%

問い合わせ、視察等の対
応をしたことはない

75 64.7%

無回答 3 2.6%
合計 116
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第２節 活用事例集の作成 

回収した評価検証シートをもとに、体制構築や合意形成、取組実施に際しての工夫点や取組の継

続状況等を考慮して 12事業を選定した。当該事業について、追加で地方公共団体へ照会・ヒアリ

ング等を行い、取組の流れをまとめ、活用事例集として整理を行った。整理した事例集は次頁以降

のとおりである。 
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14 



15 



16 



17 



18 



19 



20 



21 
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（参考）評価検証様式シート 

 

 

 

 

 

 

過疎地域等自立活性化推進交付金の活用事例に関する調査

■調査票の返送先

ご記入いただきました調査票は、以下アドレス宛に送付をお願いいたします。

■市町村情報

市町村コード（半角5桁）をご入力ください。貴市町村において回答対象となる事業が下表に表示されます。

■担当部課、担当者、連絡先

■貴市町村において回答対象となる事業

・上記に市町村コードを入力いただくと、回答対象となる事業が下表に表示されます。

・各事業ごとに調査票が異なります。回答対象となる事業について、下表の「調査票」列のリンクよりジャンプし、回答をお願いいたします。

【過疎地域等集落ネットワーク圏形成支援事業】

1

2

3

4

5

【過疎地域等自立化推進事業】

1

2

3

【過疎地域集落再編整備事業】

1

2

3

【過疎地域遊休施設再整備事業】

1

2

3

対象年度

-

-

- -

旧施設名 新施設名

建物の種類 整備戸数

-

-

-

- -- - -

調査票施設の種類

-

-

- -- -

- -

- -

-

-

-

-

- -

-

-

-

対象年度 調査票

- - -

-

調査票

- - -

対象年度 対象事業名

-

調査票

-

-

-

-

お電話番号

メールアドレス

-

対象年度 対象事業名

-

-

-

-

-

-

-

public_policy01@jmar.co.jp

都道府県名

部署名

担当者　氏名

市町村コード（5桁）

上段に市町村ｺｰﾄﾞ(半角5桁)をご入力ください

上段に市町村ｺｰﾄﾞ(半角5桁)をご入力ください市町村名



35 

 

過疎地域等自立活性化推進交付金の活用事例に関する調査
＜過疎地域等集落ネットワーク圏形成支援事業＞

【貴市町村における対象事業】

以下のドロップリストより、対象事業を選択のうえ、ご回答をお願いいたします。

-

※対象事業が複数ある場合には、当シートをコピーして使用してください。 -

-

-

※優良事例集の作成にあたり、参考となる資料等がございましたら、あわせてご提供いただけますと幸いです。 -

1 「地域課題」解決に向けた取組について

1-1

1-2

2 取組実施までの過程・苦労した点について

・ 取組実施までの過程を記載ください。また、その過程において特に気をつけて取り組んだこと、苦労したことがあれば記載ください。

【特に記載いただきたいこと】

（例）①取組手法検討　②実施にあたっての協力体制等の体制づくり　③総会等での合意形成

3 事業実施体制について

3-1 事業実施当初及び現在（令和4年2月時点）の事業実施体制を記載ください。

なお、すでに事業が終了している場合は、終了時点の実施体制を記載ください。

事業実施当初 現在（又は事業終了時点）

（例）

事業主体

支援・連携(民間）

支援・連携(行政）

その他

※事業主体を構成する団体が複数ある場合は、区分で「事業主体」を選択のうえ、それぞれ記載ください。

※本調査は優良事例集作成のためのものであり、優良事例として紹介させていただく際には、別途資料をご確認いただく予定
です。

取組① 取組② 取組③

初年度
（交付金実施

年度）

区分区分

地域課題① 地域課題② 地域課題③

※地域課題②③、取組②③の回答欄は、事業実施当初に設定した「地域課題」や実施した取組が複数ある場合にご利
用ください。

事業実施当初に設定した「地域課題」について具体的に記載ください。また、その「地域課題」の解決に向けて、交付金事業実施
年度を含む３か年でどのような取組を行いましたか。

３年度目

２年度目

事業主体 ○○地域づくり協議会 事業主体 ○○地域づくり協議会

支援・連携
(民間）

一般社団法人○○
支援・連携
(民間）

一般社団法人○○

地域課題

交付金実施事業を契機に派生した、「地域課題」の解決に資する他の取組はありますか。ある場合、取組の内容について具体的
に記載ください。
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3-2 （実施体制が変化した場合）実施当初と現在で実施体制が変化した理由やきっかけを記載ください。

4 外部人材等の活用について

4-1 事業実施にあたり、外部人材等（集落支援員や地域情報化アドバイザーなど）を活用しましたか。

1 4-2へ

2 5-1へ

4-2 （4-1で「活用した」を選択した場合）外部人材等の活用状況を記載ください。

【活用した人材支援策】※ドロップダウンリストから選択ください。
地域おこし協力隊

【活用した時期】 地域情報化アドバイザー

地域活性化起業人

【事業において果たした役割】 集落支援員

その他

5 事業主体について

5-1 事業主体は法人格を有していますか。また、有している場合は該当する法人格を選択ください。

1 1

2 2

3

4

5

6

7

5-2 （5-1で「法人格を有している」を選択した場合）法人格の取得時期を西暦年で記載ください。

西暦 年

6 交付金実施事業の継続状況について

6-1 交付金実施事業の現在（令和4年2月時点）の状況を選択ください。

1

2

3

4

5

6

7 7-1へ

6-2 （6-1で選択肢1～4を選択した場合）差し支えなければ、直近の会計年度における経営状態について記載ください。

※こちらは優良事例集等には掲載しませんので、ありのままを記載ください。

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

6-3 （6-1で選択肢5～6を選択した場合）事業休止、あるいは事業主体が解散した理由を選択ください。（複数選択可）

1

2

3

4

5

6

7

内容

構成員の賛同や協力が得られず、継続が困難となったため

事業の対象者（利用者）が減少したため

実施当初に掲げた目的・目標を達成したため

その他の事業

想定していた成果が得られなかったため

補助金・交付金活用事業事業主体

主事業（自己収入によるもの）

その他

6-2へ

その他

実施するための資金が確保できなかったため

代表者や担当者の異動・退職等により継続が困難となったため

事業休止中（中止を含む）

事業主体が解散した

収入（千円）

活用した

活用していない

認定NPO法人

株式会社

合同会社

その他

法人格を有している

法人格を有していない

認可地縁団体

一般社団法人

支出（千円）

6-3へ

6-1へ

NPO法人

収支（千円）

-

-

-

交付金終了時と異なる事業も加え、事業規模を拡大して活動

交付金終了時と同じ事業を同規模で継続

交付金終了時と同じ事業を、事業規模を縮小して継続

交付金終了時と異なる事業を実施・継続



37 
 

7 目標の達成状況・交付金事業の効果について

7-1 実施当初に設定した目標について記載ください。また、その達成状況について、事業実施年度を含む３か年別に記載ください。

【実施当初設定した目標①】

【実施当初設定した目標②】

【実施当初設定した目標③】

7-2 目標が達成できていなかった主な要因を記載ください。

7-3

8 交付金事業に係る問い合わせ状況について

8-1 交付金実施事業について、他の地方公共団体、民間団体等から問い合わせ、視察等の打診を受けたことはありますか。

1 8-2へ

2 調査は終了です

8-2 （8-1で「対応したことがある」を選択した場合）交付金実施事業についての問い合わせ等の対応件数（累計）を記載ください。

問い合わせ対応件数 件

視察対応件数 件

※ 参考となる情報について

・

調査は以上で終了です。ご協力いただきまして、ありがとうございました。

【目標②の達成状況】

事業
開始前

上記の目標に対する効果のほか、交付金実施事業の結果、副次的にもたらされた（当初想定していなかった）効果があれば記載
ください。

２年度目

３年度目

問い合わせ、視察等の対応をしたことがある

初年度

３年度目

上記でご記入いただいた情報のほか、参考となる公表情報（ＨＰ等）がございましたら、ＵＲＬを記載ください。また、公表されていな
いが、参考となる資料等がございましたら、あわせてご提供いただけますと幸いです。

問い合わせ、視察等の対応をしたことはない

【目標①の達成状況】

事業
開始前

２年度目

３年度目

【目標③の達成状況】

初年度

事業
開始前

初年度

２年度目
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過疎地域等自立活性化推進交付金の活用事例に関する調査
＜過疎地域等自立活性化推進事業＞

【貴市町村における対象事業】

以下のドロップリストより、対象事業を選択のうえ、ご回答をお願いいたします。

-

※対象事業が複数ある場合には、当シートをコピーして使用してください。 -

-

※優良事例集の作成にあたり、参考となる資料等がございましたら、あわせてご提供いただけますと幸いです。

1 「地域課題」解決に向けた取組について

1-1

1-2

2 事業実施体制について

2-1 事業実施当初及び現在（令和4年2月時点）の事業実施体制を記載ください。

なお、すでに事業が終了している場合は、終了時点の実施体制を記載ください。

事業実施当初 現在（又は事業終了時点）

（例）

事業主体

支援・連携(民間）

支援・連携(行政）

その他

※事業主体を構成する団体が複数ある場合は、区分で「事業主体」を選択のうえ、それぞれ記載ください。

2-2 （実施体制が変化した場合）実施当初と現在で実施体制が変化した理由やきっかけを記載ください。

3 外部人材等の活用について

3-1 事業実施にあたり、外部人材等（集落支援員や地域情報化アドバイザーなど）を活用しましたか。

1 3-2へ

2 4-1へ

3-2 （3-1で「活用した」を選択した場合）外部人材等の活用状況を記載ください。

【活用した人材支援策】※ドロップダウンリストから選択ください。
地域おこし協力隊

【活用した時期】 地域情報化アドバイザー

地域活性化起業人

【事業において果たした役割】 集落支援員

その他

活用していない

活用した

支援・連携
(民間）

一般社団法人○○
支援・連携
(民間）

一般社団法人○○

区分 区分

事業主体 ○○地域づくり協議会 事業主体 ○○地域づくり協議会

３年度目

交付金実施事業を契機に派生した、「地域課題」の解決に資する他の取組はありますか。ある場合、取組の内容について具体的
に記載ください。

初年度
（交付金実施

年度）

２年度目

地域課題

取組① 取組② 取組③

※本調査は優良事例集作成のためのものであり、優良事例として紹介させていただく際には、別途資料をご確認いただく予定
です。

事業実施当初に設定した「地域課題」について具体的に記載ください。また、その「地域課題」の解決に向けて、交付金事業実施
年度を含む３か年でどのような取組を行いましたか。

※地域課題②③、取組②③の回答欄は、事業実施当初に設定した「地域課題」や実施した取組が複数ある場合にご利
用ください。

地域課題① 地域課題② 地域課題③
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4 交付金実施事業の継続状況について

4-1 交付金実施事業の現在（令和4年2月時点）の状況を選択ください。

1

2

3

4

5

6

7 5-1へ

4-2 （4-1で選択肢5～6を選択した場合）事業休止、あるいは事業主体が解散した理由を選択ください。（複数選択可）

1

2

3

4

5

6

7

5 目標の達成状況・交付金事業の効果について

5-1 実施当初に設定した目標について記載ください。また、その達成状況について、事業実施年度を含む３か年別に記載ください。

【実施当初設定した目標①】

【実施当初設定した目標②】

【実施当初設定した目標③】

２年度目

３年度目

【目標③の達成状況】

事業
開始前

初年度

初年度

２年度目

３年度目

３年度目

【目標②の達成状況】

事業
開始前

【目標①の達成状況】

事業
開始前

初年度

２年度目

構成員の賛同や協力が得られず、継続が困難となったため

事業の対象者（利用者）が減少したため

実施当初に掲げた目的・目標を達成したため

その他

想定していた成果が得られなかったため

実施するための資金が確保できなかったため

代表者や担当者の異動・退職等により継続が困難となったため

交付金終了時と異なる事業を実施・継続

事業休止中（中止を含む）
4-2へ

事業主体が解散した

その他

交付金終了時と異なる事業も加え、事業規模を拡大して活動

交付金終了時と同じ事業を同規模で継続
5-1へ

交付金終了時と同じ事業を、事業規模を縮小して継続
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5-2 目標が達成できていなかった主な要因を記載ください。

5-3

6 交付金事業に係る問い合わせ状況について

6-1 交付金実施事業について、他の地方公共団体、民間団体等から問い合わせ、視察等の打診を受けたことはありますか。

1 6-2へ

2 調査は終了です

6-2 （6-1で「対応したことがある」を選択した場合）交付金実施事業についての問い合わせ等の対応件数（累計）を記載ください。

問い合わせ対応件数 件

視察対応件数 件

※ 参考となる情報について

・

調査は以上で終了です。ご協力いただきまして、ありがとうございました。

問い合わせ、視察等の対応をしたことがある

問い合わせ、視察等の対応をしたことはない

上記でご記入いただいた情報のほか、参考となる公表情報（ＨＰ等）がございましたら、ＵＲＬを記載ください。また、公表されていな
いが、参考となる資料等がございましたら、あわせてご提供いただけますと幸いです。

上記の目標に対する効果のほか、交付金実施事業の結果、副次的にもたらされた（当初想定していなかった）効果があれば記載
ください。



41 
 

過疎地域等自立活性化推進交付金の活用事例に関する調査
＜過疎地域集落再編整備事業＞

【貴市町村における対象事業】

以下のドロップリストより、対象事業を選択のうえ、ご回答をお願いいたします。

-

※対象事業が複数ある場合には、当シートをコピーして使用してください。 -

-

※優良事例集の作成にあたり、参考となる資料等がございましたら、あわせてご提供いただけますと幸いです。

1 「地域課題」解決に向けた取組について

1-1

1-2

2 目標の達成状況・交付金事業の効果について

2-1 実施当初に設定した目標について記載ください。また、その達成状況について、事業実施年度を含む３か年別に記載ください。

【実施当初設定した目標①】

【実施当初設定した目標②】

【実施当初設定した目標③】

※本調査は優良事例集作成のためのものであり、優良事例として紹介させていただく際には、別途資料をご確認いただく予定
です。

事業実施当初に設定した「地域課題」について具体的に記載ください。また、その「地域課題」の解決に向けて、交付金事業実施
年度を含む３か年でどのような取組を行いましたか。

※地域課題②③、取組②③の回答欄は、事業実施当初に設定した「地域課題」や実施した取組が複数ある場合にご利
用ください。

地域課題① 地域課題② 地域課題③

地域課題

取組① 取組② 取組③

初年度
（交付金実施

年度）

２年度目

【目標①の達成状況】

事業
開始前

３年度目

交付金実施事業を契機に派生した、「地域課題」の解決に資する他の取組はありますか。ある場合、取組の内容について具体的
に記載ください。

初年度

２年度目

３年度目

【目標③の達成状況】

【目標②の達成状況】

事業
開始前

初年度

２年度目

３年度目

事業
開始前

初年度

２年度目

３年度目
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2-2 目標が達成できていなかった主な要因を記載ください。

2-3

3 交付金事業に係る問い合わせ状況について

3-1 交付金実施事業について、他の地方公共団体、民間団体等から問い合わせ、視察等の打診を受けたことはありますか。

1 3-2へ

2 調査は終了です

3-2 （3-1で「対応したことがある」を選択した場合）交付金実施事業についての問い合わせ等の対応件数（累計）を記載ください。

問い合わせ対応件数 件

視察対応件数 件

※ 参考となる情報について

・

調査は以上で終了です。ご協力いただきまして、ありがとうございました。

問い合わせ、視察等の対応をしたことがある

上記の目標に対する効果のほか、交付金実施事業の結果、副次的にもたらされた（当初想定していなかった）効果があれば記載
ください。

問い合わせ、視察等の対応をしたことはない

上記でご記入いただいた情報のほか、参考となる公表情報（ＨＰ等）がございましたら、ＵＲＬを記載ください。また、公表されていな
いが、参考となる資料等がございましたら、あわせてご提供いただけますと幸いです。
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過疎地域等自立活性化推進交付金の活用事例に関する調査
＜過疎地域遊休施設再整備事業＞

【貴市町村における対象事業】

以下のドロップリストより、対象事業を選択のうえ、ご回答をお願いいたします。

-

※対象事業が複数ある場合には、当シートをコピーして使用してください。 -

-

※優良事例集の作成にあたり、参考となる資料等がございましたら、あわせてご提供いただけますと幸いです。

1 「地域課題」解決に向けた取組について

1-1

1-2

2 目標の達成状況・交付金事業の効果について

2-1 実施当初に設定した目標について記載ください。また、その達成状況について、事業実施年度を含む３か年別に記載ください。

【実施当初設定した目標①】

【実施当初設定した目標②】

※本調査は優良事例集作成のためのものであり、優良事例として紹介させていただく際には、別途資料をご確認いただく予定
です。

事業実施当初に設定した「地域課題」について具体的に記載ください。また、その「地域課題」の解決に向けて、交付金事業実施
年度を含む３か年でどのような取組を行いましたか。

※地域課題②③、取組②③の回答欄は、事業実施当初に設定した「地域課題」や実施した取組が複数ある場合にご利
用ください。

地域課題① 地域課題② 地域課題③

地域課題

取組① 取組② 取組③

初年度
（交付金実施

年度）

２年度目

３年度目

交付金実施事業を契機に派生した、「地域課題」の解決に資する他の取組はありますか。ある場合、取組の内容について具体的
に記載ください。

【目標②の達成状況】

【目標①の達成状況】

事業
開始前

初年度

２年度目

３年度目

事業
開始前

初年度

２年度目

３年度目
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【実施当初設定した目標③】

2-2 目標が達成できていなかった主な要因を記載ください。

2-3

3 交付金事業に係る問い合わせ状況について

3-1 交付金実施事業について、他の地方公共団体、民間団体等から問い合わせ、視察等の打診を受けたことはありますか。

1 3-2へ

2 調査は終了です

3-2 （3-1で「対応したことがある」を選択した場合）交付金実施事業についての問い合わせ等の対応件数（累計）を記載ください。

問い合わせ対応件数 件

視察対応件数 件

※ 参考となる情報について

・

調査は以上で終了です。ご協力いただきまして、ありがとうございました。

【目標③の達成状況】

事業
開始前

初年度

２年度目

３年度目

上記でご記入いただいた情報のほか、参考となる公表情報（ＨＰ等）がございましたら、ＵＲＬを記載ください。また、公表されていな
いが、参考となる資料等がございましたら、あわせてご提供いただけますと幸いです。

上記の目標に対する効果のほか、交付金実施事業の結果、副次的にもたらされた（当初想定していなかった）効果があれば記載
ください。

問い合わせ、視察等の対応をしたことがある

問い合わせ、視察等の対応をしたことはない



45 

第３章 集落活動への参加促進に関する事例集の作成 

 各地域の集落で行われている地域活動について、活動の中心グループのみではなく、幅広い住民を活

動に巻き込んでいる事例や、若い世代が積極的に活動に参加するよう工夫している事例等について、取

組のプロセス等を深掘りした上で事例集を作成した。 

 

第１節 対象団体の選出 

過疎地域自立活性化優良事例表彰（令和３年度については過疎地域持続的発展優良事例表彰）の

過去５年程度の受賞団体や、その他文献等から上記取組（幅広い住民を活動に巻き込んでいる、若

い世代が積極的に活動に参加するよう工夫している）に当てはまる過疎地域における取組事例を 12

例選出した。また、過疎地域における取組との対比として、過疎地域以外のコミュニティ等におい

て若い世代を活動に取り込んでいる事例を５例選出した。 

 

◆対象団体（都道府県コード順、着色箇所は過疎地域以外のコミュニティ等における事例） 

NO 地域 団体・取組名称 

１ 宮城県川崎町 カワサキクエストプロジェクト 

２ 山形県鶴岡市 三瀬地区自治会 

３ 山形県酒田市 日向コミュニティ振興会  

４ 千葉県南房総市 NPO法人南房総リパブリック 

５ 神奈川県伊勢原市・厚木市 NPO法人一期一会 

６ 神奈川県真鶴町 ― 

７ 山梨県早川町 ― 

８ 愛知県豊田市（※） 一般社団法人おいでん・さんそん他 

９ 島根県奥出雲町 亀嵩地区 

10 島根県海士町 ― 

11 山口県山口市 NPO法人ほほえみの郷トイトイ 

12 岡山県美作市 梶並地区活性化推進委員会 

13 愛媛県大洲市 豊茂自治会 

14 高知県日高村 NPO法人日高わのわ会 

15 高知県土佐町 いしはらの里協議会 

16 福岡県八女市 NPO法人山村塾 

17 沖縄県那覇市 NPO法人１万人井戸端会議 

（※）旧法時は過疎地域であったが令和３年４月の新法制定により過疎地域から外れた市町村。（特定市町村） 
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第２節 アンケート・ヒアリングの実施 

 第１節で選定した対象団体に対して、アンケート・ヒアリング調査を実施した。調査を通じて把

握した項目は以下のとおりである。 

 

◆調査項目 

大項目 小項目 項目を設定した考え方、ねらい 

活動概要 活動概要・実施体制 

・地域内外（地域住民、地縁団体、NPO法人、各種業界団体・

組合、中間支援組織等）の主体をどれだけ巻き込めている

かを把握するために設定 

活動の開

始期の状

況 

開始前の地域課題 

・活動の内容だけではなく、活動開始前も含めた初期の様子

（プロセス、動機等）を把握するために設定 

活動を始めた動機・

きっかけ 

活動を始めるにあた

り、まず取り組んだ

こと 

活動を進める上で直

面した課題・課題の

克服方法 

・活動団体等の「経営資源（ヒト、モノ、カネ、情報）」に着

目し、何がボトルネックになったのか、解消するための工

夫（ヒント）を把握するために設定 

現在の活

動状況（成

果・課題） 

活動により得られた

成果 

・地域課題の解決に対する貢献具合（幅広い住民を活動に巻

き込んでいる、若い世代が積極的に活動へ参加しているか

等も含めて）を把握するために設定 

活動に対する問い合

わせや視察対応の実

績 

・地域内外からの問い合わせが多い事例ほど、波及効果が高

い（優良と考えられる）ことから、実績等を把握するため

に設定 

活動を発展的な段階

に押し上げるにあた

ってポイントとなっ

たこと 

・活動団体等の「経営資源（ヒト、モノ、カネ、情報）」に着

目し、活動を発展的な段階に押し上げるにあたって重要だ

った要素を把握するために設定 

活動を行うにあたり

活用した公的機関か

らの支援策（あれば

より効果が高まった

と考えられる支援） 

・集落活動への参加促進等に資する、支援のあり方、留意点等

を把握するために設定 

今にして思えば避け

られた失敗談 

・実際に集落活動への参加促進等に取り組む際の「つまずき

ポイント（及び回避するために留意するべきこと）」として参

考になることを目指して設定 

今後の活

動 

今後の活動の展望・

新たに取り組もうと

考えている活動 

・活動をさらに発展、拡大するため、ボトルネックや必要とす

る支援の有無を把握するために設定 

その他 

これから同様の活動

を始めようと考えて

いる方々に対するア

ドバイス・メッセー

ジ 

・事例集の読み手にとって、動機づけとなるような助言等が

あるかを把握するために設定 
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第３節 事例集 
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【参考】 

このほか、過疎地域における集落活動について知見を有する有識者に、若者を巻き込む工夫やその

際の行政の役割について参考とすべきアドバイスの聴取を行った。概要は以下のとおり。 

 

（１）有識者ヒアリング 

◆実施概要 

対象者 概要（日時、手法） 

指出 一正氏（「ソトコ

ト」編集長） 

◆実施日時 

令和４年３月８日（火）14:00～15:00 

◆実施手法 

オンラインヒアリング 

永沢 映氏（NPO 法人コ

ミュニティビジネスサポ

ート 代表理事） 

◆実施日時 

令和４年３月９日（水）16:00～17:00 

◆実施手法 

オンラインヒアリング 

 

◆ヒアリング結果（指出氏発言要旨） 

若者、中心人物以外の主

体をいかに集落活動へ巻

き込むか（工夫点・留意

点） 

○地域の現状や課題を「自分ごと」として捉えてもらう工夫が重要 

＜「ナナメの関係性」づくり＞ 

・世代や属性も異なる人同士がつながる、ナナメの関係性づくりを

意識することがローカルプロジェクトや集落活動等への巻き込み

を図る上で重要。 

・同じ趣味趣向を持つ人達が集う「水平的」な関係性はやりがいも

あるし仲間は増えやすい一方、社会的な変革を促す力は強くない

と感じている。 

【事例】奈良県「奥大和 MIND TRAIL」 

・中山間地域で「スナック」を開設、社会起業家等が「マスタ

ー」となってナナメの関係性づくりに取り組んだ。スナック

は世代を超えてポジティブなイメージがある（50代以上の方

からすれば行ってみたことがある「安心」する場所、20 代以

下の方からすれば「ワクワク（行ってみたことがないけど試

してみたい）」する場所）。 

・従来の地域づくりにおいて、導入の段階から専門的な目的や行動

意識が求められる場合が多く、参画する側にとってのハードルが

高かった。地域に興味を持ってもらう、気軽に参加できる機会と

して、ナナメの関係づくりを意識した場（スナックを作る、バー

ベキューやカレー作りを一緒にやってみる、子どもが喜ぶ駄菓子

屋をやってみる等）があると、世代を超えたプロジェクトや活動

が生まれやすいのではないか。 

＜日常のちょっとした「ハレ（晴れ）」の機会づくり＞ 
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・先ほど挙げたスナック、バーベキュー等のような場は、楽しそう

だな、寄ってみたい、話を聞いてみたいと感じてもらえる空間

である。 

・地域づくりやまちづくりに取り組む中で、時としてプレイヤーに

よっては職種、業種等を理由に心理的制限（自分が活動に参加

してはいけないのではないか）が発生する場合がある。行政職

員の場合、自分が所管あるいは経験したことのない領域外の取

組だと感じると、関わりが弱くなりやすい。一方、スナックや

バーベキューの場であれば、だれかが何かしら気軽に「役割」

（飲み物を用意する、肉を焼く等）を担いやすいので関わりの

ハードルを下げやすい。そうした役割を細分化、種類を多様に

することで参加の可能性を高めることに通じるのではないか。 

・町会や自治会が従来から行っているお祭り（子ども向けの金魚す

くい、年代問わずに参加するカラオケ等）も「ハレ（晴れ）の

機会となりえる。一方でそうした行事や場にあまり参加しなか

った人をどう巻き込むかが重要であり、例えばスナックのよう

な場を作る際、お客さんとして参加するだけではなく、お客さ

んが多い時にはちょっとだけお店の手伝いをしてもらえる、主

客が逆転するような仕掛けも重要になる。 

・既に地域で実施しているイベントや取組にも一定の集客力はある

ので、参加してほしい層のターゲットを意識してイベント等の

見せ方を変えるだけでも効果が期待できる。例えば、山間部で

植林イベントを開催しても人が集まらないということであれ

ば、植林というキーワードを前面に出すのではなく、山でチー

ズフォンデュを食べる会を企画し、腹ごなしとして木を植える

といった「二段階認証」方式がよいのではないか。 

・一番解決したいこと、テーマを前面に出さないことが結果として

成功する場合があることを意識するとよいのではないか。自分

たちが楽しいと思ったことが結果的に地域や社会課題の解決に

つながるとよい。 

【事例】パーリー建築（新潟県十日町市等） 

・日本各地の空き家に住み、地域住民を巻き込みながら空き家の

リノベーションをして周る集団。何か自分たちがやりたいこ

と、できることを許容してくれる地域に定着。地域の活性化

や課題解決を目的としていたわけではないが、結果的にまち

のにぎやかしにつながった。 

＜既存の活動・団体における、時代に応じた変革＞ 

・平成 11年頃から NPOのムーブメントが生まれ、新陳代謝を経て

成長するべきであったが、その当時のコアメンバーが活動の中

心にいる団体が多い。また、会の名称を見ると活動内容がわか
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る団体（活動内容が単一、あるいは創設当時から活動内容が同

じ）が多く、変化が見られないという課題が見受けられる。団

体のビジョン・目的は変わらずとも、シナリオ（ビジョン達成

の手段としての取組）が変化するべきであったのに、シナリオ

が目的化し、若者から見ると陳腐化してしまったのではない

か。 

・また、同じ活動を継続している団体ほど、もともといるメンバー

が「過去」（してきたこと）を強調し、新しい人が参加しにくい

雰囲気が団体内で醸成されてしまうことに留意が必要であり、

それを避けるためには「未来」（これからしたいこと）の話をし

やすい雰囲気づくりを意識することが重要である。 

＜コミュニティの「サブスクリプション」化＞ 

・また、既存の活動や団体の「コア」となる部分が「外に開かれて

いない」と新しいメンバーが入りにくくなってしまう。「半開

き」のコミュニティをいかに形成するかも重要である。自身の

体験として、「atelier A（東京都渋谷区）」というダウン症、自

閉症の子どもたちを中心としたお絵描き教室に先生役として参

加しているが、仕事の都合で参加できない時期があっても、再

び参加しても歓迎してもらっている。 

・集落活動等に置き換えると、定期的に参加してくれることも大事

ではあるが、気が向いた時に訪れても歓迎してもらえる環境を

つくることも重要である。コミュニティの「サブスクリプショ

ン」と捉えることもできるのではないか。集落等の活動に少し

でも関わった経験がある方を「仲間」として受け入れつつ、活

動への定期的な参加を強制するのではなく、気が向いたら仲間

を連れてきてもよいという「半開き」のコミュニティの形成が

重要ではないか。 

上記に関連して、行政が

果たすべき（期待される）

役割 

○行政（組織・職員）が意識するとよいスタンス 

・農業における自然農法のように、行政が何を「しないか」を意識

することも重要。 

・仕事としてというより、一プレイヤー（個人）として地域へ入り

込んでいる行政マンがいる地域は面白い取組が展開されているの

ではないか。 

・行政職員が有する専門性（例：許認可等の申請）を地域に対して

貸与する役割が果たせるとよいのではないか。また、関係人口の

文脈でいうところの「関係案内人」として、地域内のプレイヤー

同士を結び付ける機能を発揮できるとよいのではないか。 

○若者や子育て世代を引っ張るトピックの設定 

・「子ども、教育」は集客力のあるトピックであり、地域づくりと掛

け合わせることが重要である。 
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【事例】ケルナー広場（群馬県高崎市） 

・高崎市の観音山公園に設置した広場。地元の NPO法人が高崎市

から助成金を得て作り、ドイツ人遊具デザイナーがデザインし

た不思議な遊具が設置された。遊具は EUの厳しい安全基準をク

リアしており安全であるが、遊んでいて尻餅もつくし、時々遊

具から落っこちるが、大きな怪我はしない範囲で、子どもが少

し痛い思いをするような設計が特徴であった。 

・上記の遊具を日本で初めて公の場に設営するということもあ

り、地元住民への説明会が行われた。説明会には０～３歳児の

母親の参加が目立ち、未来を担う子どもに関わるトピックへの

関心の高さがうかがわれ、未来の話をすることの重要性が認識

できた。 

・また、行政からすると、予想以上に子育て世代が参加をした、

思いもよらない現象であった。思いもよらない「あさって」の

方向からやってきた参加者であったと捉えられる。 

・現在のまちづくりや地域づくりの多くは「あした」のためにや

っている、ある程度決まったビジョンに向かった取組であるが、

天災等に代表される不確実性に留意するのであれば、「がっちり

決まった未来」を目指すのではなく、「柔らかい未来」をつくる

仲間づくりの方が重要ではないか。その際には、「あさって」の

方向からやってくる人（想定していなかったプレイヤー）をい

かに巻き込むかが重要である。 

・辞書を引くと、「あした」はみんなから祝福される言葉である一

方、「あさって」は見当違いという意味があり、不可思議なニュ

アンスで受け取られている。地域づくりにおいては、その不可

思議さが地域にとってののびしろであり、地域の未来にスイッ

チを入れるのは「あさって」の方向からやってくる人ではない

かと感じている。コミュニティにおいて「あさって」の社会が

どの程度許容されるかが重要である。 

【事例】佐賀市苣木地区 

・佐賀市富士町にある山あいの小さな集落。福岡のマウンテンバ

イク愛好家が遊び場を求めて当該地区の集落を訪れ、集落側が

受け入れたことで、マウンテンバイクの国際大会（※）を開催

するに至り、地域のにぎわいも生まれている。 

※大会は誰でも参加可能だが、大会以外でも走りたいという人

は、地区で年３回行われる「区役」に参加する。区役とは村の

清掃や草刈りなど、集落維持のための活動だ。20～30代中心

の若者に参加してもらうことで、これまで数日かかっていた

作業が半日で終わるようになった。 

・地域として、山あいの集落であるということを捉えて、例えば
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林業関係者の受け入れを通じた地域の活性化にフォーカスして

いたら、マウンテンバイク愛好家が集まるような地域にはなら

なかったのではないか。 

○地域や社会の「課題」だけではなく「お題」の提供も重要 

・地域や社会の「課題」に関わりたい人もいる一方で、そうではな

い層も存在する。後者にリーチする時には、「課題」ではなく「お

題」として提示するだけですそ野が広がる場合があるので、固定

概念を柔らかくするタイミングではないか。言葉の選び方を変え

るだけでも受け止めが変わる。 

その他 

・「まちの魅力」といっても総意を得づらい。まちのことを様々な角

度で面白がれる（魅力に感じる）人をいかに増やすかが重要であ

り、そうした人が増えれば面白い活動は自然に増え、結果的にま

ちの魅力を高めることにつながるのではないか（義務ではなく権

利としてのまちづくり）。 

・地域には様々な人がいるので、関係者が増えるほどにそれぞれが

話している言葉の意味合いが異なる場合もあるので、翻訳できる

人（機能）が必要。また、相手に「伝わっているか」を冷静に捉え

ることが必要（例：紙芝居の語り手のように、ストーリーを冷静

に第三者へ伝えられているか）。 

 

◆ヒアリング結果（永沢氏発言要旨） 

若者、中心人物以外の主

体をいかに集落活動へ巻

き込むか（工夫点・留意

点） 

○若い世代が地域（集落）活動から離れている背景 

・都市部でも、町会・自治会も高齢化の進展、若者の地域活動離れ

で持続性の担保が難しくなっている。60 代、70代が「若手」と

認識されるほどである。 

・参加につながらない一つの要因として、情報伝達手段が時代に追

い付いていない点が挙げられる。回覧板や口コミが多いもの

の、既存住民はともかく、新住民は接する機会が少ない、もっ

といえば「めんどくさい」と感じてしまう場合が見受けられ

る。LINEに代表される新しいツールを使うこと、さらにいえば

いかにツールへ登録してもらうかがポイントになる。いきなり

勧誘すると警戒されるので、パブリックな団体からのアプロー

チも重要である。 

○若者を地域（集落）活動に巻き込む際の工夫 

・地域の集まりに出ても、トピックは高齢者、防犯、防災、お祭り

が中心である。高齢者、防犯、防災は若い世代があまり関心を

持たない（消極的な）テーマである。お祭りは参加者として関

心はあっても、担い手になろうとは思わない。興味関心を持っ

てもらえるコンテンツ（活動）をいかにつくっていくか、提供

していくかも重要である。 
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・参加する際のコンテンツをいかに整えるか、「やらされている」

感をいかに抱かせないかが重要である。例えば、シニア層から

すれば情報発信はハードルが高い一方、若い世代からすれば比

較的楽しみながら参加しやすいのではないか。業務を細分化し

それぞれ得意なことを楽しみながら担ってもらうなど、交通整

理が必要。 

・若い世代にとって、コロナ禍で生活のゆとりがなくなっており、

ボランティアに関わる余裕が失われている。対価（歩合制、報

酬等、金額の多寡はそこまで問わない）があればインセンティ

ブになるのではないか。少しでも良いので対価を支払うことに

よって、地域内でも対価を支払われる価値が認められた意義の

ある役割であると思ってもらうことが重要。 

・単にどこかの団体や活動を手伝ってくださいといっても、人は簡

単に動かない。活動の理念・目的・期待される効果等、大義名分

をしっかり理解してもらうための発信も重要であり、取組の波及

も期待できる。特に関係性がない、薄い人達にアプローチする際

には重要である。 

○若い世代と高齢世代とのジェネレーションギャップ、ハレーショ

ン（新しい動きを望まない）をいかに乗り越えるか 

・地元で生まれ育った若手は、その親世代の顔が見えるので、新し

いことを始めても比較的反対されにくい。一方、地元出身者で閉

じてしまうと発展性が期待できない。 

・移住者であっても、地域おこし協力隊のように、個人以外の「肩

書・看板」（行政のバックアップ）があると、地域で新しい取組

を展開する際に上手くいく場合がある。一方、そのような肩書き

があるがゆえにハレーションが生まれる場合もある。 

・受け入れる側も、移住してくる若い世代のモチベーション（例：

地域は問わず、自分のよさが生かせる場所を求めている（狩猟民

族型）/特定の魅力的な地域、場所を求めている（農耕民族型））

で活躍したいを踏まえて、どういう人物を受け入れたいのかとい

うターゲット像を設定することも重要である。地域おこし協力隊

の場合は狩猟民族型が多いのではないか。 

例）愛知県東栄町（地域おこし協力隊卒業後、地元の薬草等を使っ

たコスメづくりで起業した若い方が出てきた。その方を目指

して、同じような取組に関心を持つ若い方が集まるようにな

っている） 

・コロナ禍以降、地域の「活性化」（地域外へ飛び出していく）よ

りも「課題解決」（地域内に目を向ける）を切り口とした取組の

方が注目を集めやすい傾向にあり、関わる人たちのモチベーシ

ョンも維持しやすいのではないかと感じている。 
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例）ガバメントピッチ（行政から地域「資源」ではなく、「課題」を

提供、企業、金融機関、教育機関等が課題解決のためのアイデ

ア出し、チームビルディングを通じた連携を生み出す場） 

上記に関連して、行政が

果たすべき（期待される）

役割 

○地域外から地域活動へ参入する方を支援するヒント 

・基礎自治体単位での活動の場合、都道府県や国が制度として、地

域活動に取り組みたい個人や団体に新たな「お墨付き（何らかの

認証、表彰等）」を与えることで、地域から円滑に受け入れられる

可能性が高まるのではないか。 

・ガバメントピッチのように、地域の「課題」に着目して発信する

手法は地域外だけではなく、地域内の様々な主体の参画も期待で

きる。 

その他 

・経済的な視点から見ると、「域外経済（観光等を通じて外貨を獲

得）」に注力し過ぎると、一部の人間や事業者のみが潤う構造にな

りやすいので、「域内経済（スモールビジネスを育て、「小金持ち」

をいかに増やすか）」の循環をいかに高めるかも重要である。 

・地方移住を進める場合、仕事（収入）の確保は大きなハードルと

受け止められているが、過疎地域であっても収入を得る手段は少

ないわけではないので、収入源が複数ある「マルチワーク」のラ

イフスタイル、ワークスタイルを所与として移住希望者へ伝える

ことも重要ではないか。必ずしも「移住＝起業」ではなく、地域内

で仕事を見つけつつ、新しいことにも挑戦できるといったスタイ

ルをＰＲすることもできるのではないか。 
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